
１９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行 1 核兵器・核実験モニター 第１９８号 ２００３年１１月１日

NUCLEAR WEAPON & NUCLEAR TEST MONITOR

　核兵器 ・ 核実験モニター

198 03/11/1
¥100

１９９６年４月２３日第三種郵便物認可

毎月２回１日､
１５日に発行｡

●発行所　　　　　 ピースデポ（平和資料協同組合）/ＰＣＤＳ（太平洋軍備撤廃運動：
Pacific Campaign for Disarmament and Security）
〒２２３-００５１ 横浜市港北区箕輪町３‐３‐１ 日吉グリューネ１０２号
���：����5�	�5
�
����������	��������������������������������� 

http://www.peacedepot.org

●編集責任者　梅林宏道 ●郵便振替　口座番号：00250‐1‐41182　加入者名：特定非営利活動法人ピースデポ

ＮＰＯ
法人

ＮＡＣ決議：中道を固める

　国際ＮＧＯ中堅国家構想（ＭＰＩ。議長：
カナダ上院議員・ダグラス・ロウチ）は、現在
の危機的状況のなかで、ＮＡＣが１９９８年
に誕生したときの役割、つまり非同盟運
動（ＮＡＭ）と核兵器保有国の対立が膠
着し、核軍縮への前進が困難になって
いた構造を乗り越える、「新しい橋渡しの
役割」の重要性を再確認し、その立場で
ＮＡＣ決議案支援に力を注いでいる。
　今年のＮＡＣ決議案の特徴は、昨年の
国連総会でＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）
諸国の中で、カナダだけがＮＡＣの新ア
ジェンダ決議に賛成した状況を踏まえ
て、積極的に他のＮＡＴＯ諸国（とりわけド
イツ）と意見調整を図ろうとしていること
である。２－３ページに決議案「核兵器の
ない世界へ：新しいアジェンダ」の全訳
を掲げたが、これにはさらに修正が加え
られている。（修正内容は、未着）
　そのような努力の中で、ＮＡＣが貫こう
としているのは、次の三つの現在的課題
を取り上げることである。

国際ＮＧＯ「中堅国家構想（ＭＰＩ）」

　１０月１５日、新アジェンダ連合（ＮＡＣ）や日本政府が国連総会に核軍縮関係の決議案を提出した。ＮＡ
Ｃは昨年に引き続いて、包括的な決議案と同時に戦術核の削減に絞った決議案を提出した。ＮＡＣ決議案
は、現在の核の危機を特徴づける「核兵器永久化」と「核拡散」の両面の危機を、ＮＰＴ体制を基盤とする多
国間協議で解決するという思想に貫かれたものである。それに対して、「核の傘」依存国の日本決議案は、
思想軸のない現実主義へとますます形骸化して行く危険性を見せている。日本の市民活動は、世界の傾
向を変える切り口として、厳しく日本の政策転換を迫る力量が問われている。

ＮＡＣ決議支援に奮闘
問われる日本決議と市民活動

　１．核兵器の拡散（インド、パキスタン、
イスラエル）や拡散の可能性（朝鮮
民主主義人民共和国（北朝鮮）、イ
ランなど）

　２．安全保障政策における核兵器の役
割を減じるどころか増やそうとする
傾向（具体的には、米国の新型核
兵器への傾斜）

　３．核拡散の問題を、多国間条約に基
づく機構ではなく、一方的な軍事的
「対拡散（カウンター・プロリファレー
ション）」手段に訴える動き（米英の
イラク侵略など）

　これらは、いずれもＮＰＴ体制を崩壊さ
せるものであり、これらの問題を正確か
つ公正に取り上げようとするＮＡＣの姿勢
は、正しい外交戦略であると評価できる。

批判への反論

　ＭＰＩは、多くの米国同盟国から投げか
けられるＮＡＣ決議への批判に対して反
論をまとめているので、それを要約して
おこう。これまで、日本政府が口にしてき

たＮＡＣ批判にも当てはまる事がらである。
◆核兵器国が行った好いことを取り上げ
ていない
　米ロとＩＡＥＡの三者構想の完了（前文
１４節）、モスクワ条約（主文９節）を正確に
評価している。もし存在すれば、偏見なく
前進を前進と書く姿勢である。
◆核兵器国のみに厳しく、拡散国に甘い
　非核兵器国との協議や核兵器国との
交渉の中で、ＮＡＣは２００２年決議に含ま
れていたこの点からの批判個所を改善
した。しかし、２００２年に指摘したことの正
しさが、その後より明確になった点もある
ことを忘れてはならない。（たとえば米国
の新型核兵器に関する危険な動向）
◆ＮＡＣ決議を支援すれば、非核兵器国
と核兵器国との関係を悪くさせ、今後核
兵器国を取り込む接点を失わせる
　核兵器国を取り組むのは、核兵器国を
核軍縮と核不拡散の方向に前進させる
ためである。非核兵器国は自国の主張
としては核軍縮と核不拡散の政策を発
表している。自分たちの政策に固執する
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総会は、

１９９８年１２月４日の決議５３／７７Ｙ、１９９９年１２
月１日の決議５４／５４、２０００年１１月２０日の決
議５５／３３および２００２年１１月２２日の決議５７
／５９を想起し、

核兵器の存在が人類の生存に対する脅威
であること、そのような兵器に対する唯一の
実質的な保証は、その完全な廃棄、および
再び使用されたり製造されたりしないという
保証であることを確信し、

核兵器の維持が、拡散の原因となったり、
非国家主体の手に渡ったりする危険をもた
らしていることを確信し、

核不拡散と核軍縮は、相互に補完し強化し
あうプロセスであること、そして、核不拡散
の促進への根本的な前提条件は、核兵器
削減における継続的かつ不可逆的な進展
であることを再確認し、

国際の平和と安全の維持と強化には国際
社会全体としての参加が枢要であること、
そして、国際的な安全保障は、集団的な関
与が必要とされる集団的な関心事であるこ
とを宣言し、

軍縮の分野で国際的に交渉されてきた諸
条約が、国際の平和と安全に根本的な貢
献をしてきたこと、そして、一方的および二
国間の核軍縮措置は、核軍縮に向けた、条
約に基づく多国間アプローチを補完するこ
とを宣言し、

１９９６年７月８日にハーグで出された「核兵
器の威嚇または使用の合法性」と題する国
際司法裁判所（ＩＣＪ）の勧告的意見※に留
意し、

核兵器国が核兵器を無期限に保有すると
いう仮定は、核不拡散体制の一貫性や持
続性、さらには国際の平和と安定の維持と
いう、より広い目標とは相容れないことを宣
言し、

核不拡散条約（ＮＰＴ）※の各条項は、いか
なる時にも、いかなる状況においても締約
国を拘束すること、条約に基づく義務の厳
格な遵守に関して、すべての締約国が完
全に責任を果たすことが肝要であること、
条約では核軍縮の約束が明記されており、
その履行が依然として緊要であることを宣
言し、

２０００年ＮＰＴ締約国再検討会議で合意さ

れた１３項目の核軍縮措置の履行につい
て、今日までにわずかな進展しかないこと
を深く憂慮し※、

軍縮会議（ＣＤ）が、核軍縮および核不拡散
という両方の目的を考慮して、核軍縮への
とり組みと、核兵器用およびその他の核爆
発装置用の核分裂物質の生産を禁止す
る、差別的でなく、多国間かつ国際的で、効
果的に検証可能な条約の交渉再開に失敗
し続けていることを深く憂慮し、

包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）※が依然
として発効していないことを深く憂慮し、

核不拡散条約の信頼性を向上させる上で
の定期報告の重要性を強調し、

解体された兵器から取り出された余剰核
物質を国際的な保障措置のもとに置くこと
を目的とした、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）、ロ
シア連邦、アメリカ合衆国による三者構想
の第一段階が、２００２年９月、成功裏に完了
したことに留意し、

非戦略的核兵器のさらなる削減は、核軍備
削減と軍縮過程の重要な一部であることを
確信し、

二国間の合意にもかかわらず、核兵器の完
全廃棄につながる過程において、５つすべ
ての核兵器国がとり組んでいる兆候が見ら
れないことに留意し、

すべての核軍縮措置に、透明性、検証可能
性、不可逆性という基本原則が適用される
ことが重要であることを宣言し、

ＮＰＴに未だ加盟しておらず、保障措置の
下にない核施設を運転しているインド、イス
ラエル、パキスタンの３カ国が核の選択肢を
保持していることを深く憂慮し、とくに地域
の不安定さは国際的な安全保障に影響を
与えることから、この文脈で南アジアと中東
において地域的な緊張と安全保障状況の
悪化が続いていることを深く憂慮し、

朝鮮民主主義人民共和国によるＮＰＴ脱退
宣言と、ＩＡＥＡ保障措置の下に置かずに寧
辺の原子炉を再稼動するという決定に対し
て深く憂慮し、

ミサイル防衛の開発が核軍縮と核不拡散
に否定的な影響を与えて、地球上や大気
圏外における新たな軍拡競争へとつな
がっていくかもしれないことを懸念し、また
大気圏外における軍拡へとつながるような

行動がとられてはならないことを強調し、

核兵器の使用の正当化、および起こりうる新
型核兵器の開発など、安全保障戦略の一環
として核兵器により広い役割を認めるアプ
ローチが現れつつあることを深く懸念し、

非核地帯の発展に向けた進展を歓迎し、

国連ミレニアム宣言※にて、国家および政府
の元首たちが、大量破壊兵器、とりわけ核兵
器の廃棄にむけて努力し、核の脅威を除去
する方法を確認するための国際会議の開催
の可能性も含めて、この目的達成のために
あらゆる選択肢をとっておくと決議したことを
想起し、

２０００年ＮＰＴ再検討会議の最終文書におい
て、全ての締約国がＮＰＴ第６条の下で誓約
している核軍縮につながる、保有核兵器の
完全廃棄を達成すると核兵器国が明確に約
束したこと※を考慮に入れつつ、

１．核兵器が使用されうる可能性が引き続き
人類にとって脅威となっていることを再確
認する。

２．新たな核軍拡競争に結びつくような行動
や、核軍縮や核不拡散に否定的な影響を
与えうるあらゆる行動を慎むよう、すべての
加盟国に要求する。

３．核軍縮と核不拡散の分野において、国際
条約と国際法の下でのすべての義務を遵
守するよう、すべての加盟国に要求する。

４．核軍縮を達成するために必要な青写真を
提供する成果を出した２０００年ＮＰＴ再検
討会議において達成された合意の完全か
つ効果的な履行を、断固として追求するよ
うにすべての加盟国に要求する。

５．ＣＴＢＴの早期発効を達成するために必要
な署名と批准の重要性と緊急性について
合意する。

６．ＣＴＢＴが発効するまで、核爆発実験やそ
の他の核爆発のモラトリアムの維持を要求
する。

７．国際監視システムの設置に関する進展の
文脈において、ＣＴＢＴ発効の緊急性を強
調する。

８．核兵器国に対し、他の核軍縮または削減
合意やイニシャティブとともにＮＰＴにおけ
る誓約を履行すること、そして、核弾頭の
破壊に際して不可逆性の原則を適用する
こと、再配備可能な形でそれらを保持しな
いよう要求する。

９．戦略攻撃力削減条約（モスクワ条約）※に
よって描かれた作戦配備の戦略核弾頭数
の削減は、アメリカ合衆国とロシア連邦の
関係における建設的な一歩であることを
認識し、この条約を検証可能かつ不可逆
的なものにし、非作戦配備の弾頭に対処
し、それを一つの核軍縮措置とするよう両
国に対して要求する。

１０．非戦略核兵器のさらなる削減が、核兵器

２００３年１０月１５日　Ａ／Ｃ．１／５８／Ｌ．４０

核兵器のない世界へ
新しいアジェンダ

ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ニュージーランド、南ア
フリカ、スウェーデン提出決議案
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の廃棄に向けた重要な段階として、より優
先されるべきであること、そして、そのよう
な削減は以下のような包括的な方法で実
行されるべきであるということに合意す
る。：

（ａ）一方的なイニシャティブに基づくもの、
および核軍備削減と軍縮過程の不可
欠な一部としての非戦略核兵器のさ
らなる削減と廃棄。

（ｂ）透明性、検証可能性および不可逆性
をもつ方法で削減が履行されること。

（ｃ）アメリカ合衆国とソビエト連邦／ロシ
ア連邦の大統領による１９９１年と１９９２
年の核イニシャティブの維持、再確認
および履行。

（ｄ）ロシア連邦とアメリカ合衆国の大統領
による核イニシャティブを法的拘束力
のあるものへの公式化、および両国の
非戦略核兵器のさらなる削減にむけ
た交渉の開始。

（ｅ）ＮＰＴで誓約された核軍縮過程の一
環として核兵器国がそれらの兵器を
取り除き、のちに廃棄するため、非戦
略核兵器、その部品、関連物質の輸
送および保管のための特別保安措置
や物理的な防護措置を、とりわけ、物
理的に安全な中央の保管場所にそ
れらの兵器を置くことを通じて強化す
ること。また、これに関連して、このよう
な兵器を保持するすべての核兵器国
によってとられる必要な措置。

（ｆ）非戦略核兵器による脅威を削減する
ための、さらなる信頼醸成と透明性を
高める措置の達成。

（ｇ）非戦略核兵器が使用される危険性を
低くするための、核兵器システムの作
戦上の地位のさらなる低減に向けて
の具体的な合意措置の達成。

（ｈ）非戦略核兵器を保有する核兵器国
による、作戦配備の兵器の数や種類
を増やさない、そして新型の非戦略
核兵器の開発やそれらの使用の正
当化をしないという約束。

（ｉ）いくつかの核兵器国の保有核兵器か
らすでに外された種類の非戦略核兵
器の禁止、およびこれらの兵器の廃
棄を検証するための透明性メカニズ
ムの構築。

１１．核兵器国に対して保有核兵器と軍縮措
置の履行に関する透明性ならびに説明
責任の向上を要求する。

１２．軍縮会議（ＣＤ）が遅滞なく核軍縮を扱う
適切な特別委員会を設立しなければなら
ないことに合意する。

１３．ＣＤが、核軍縮および核不拡散という両方
の目的を考慮しつつ、核兵器およびその
他の核爆発装置用の核分裂物質の生産
を禁止する、差別的でない、多国間の、国

際的かつ効果的に検証可能な条約の
交渉を再開するべきであることにも
合意する。

１４．ＣＤが、１９９２年２月１３日の決定※に含ま
れている、あらゆる側面における大気
圏外での軍拡競争の防止に関する委
託任務の検証とその更新作業を完了
させ、可能な限り早期に特別委員会を
再度設立するべきことにも合意する。

１５．核兵器の完全廃棄につながるような過
程に５核兵器国すべてを切れ目なく統
合してゆくような措置をとることを核兵
器国に要求する。

１６．これまでの会議での審議と結果を視野
に入れたうえで、２００５ＮＰＴ再検討会議
の第３回、適当であれば第４回準備委
員会は、再検討会議への勧告を含む
報告書を作成するために最大限の努
力を払うべきであることに留意する。

１７．ＮＰＴの信頼性を向上させる上での定
期報告の重要性を強調する。

１８．条約の締約国であるすべての非核兵
器国に対する法的拘束力のある安全
の保証が多国間交渉によって締結され
るまで、安全の保証に関して実存する
誓約を完全に尊重するよう核兵器国に
要求する。

１９．ＮＰＴ締約国に提出されている安全の
保証に関する提案に留意する。また、こ
の問題をどのように前進させるかにつ
いての再検討会議への勧告作成のた
めに、第３回準備委員会において安全
の保証について徹底的に検討する時
間を設けるよう、２００５再検討会議の準
備委員会に要求する。

２０．ＮＰＴの締約国になっておらず、保障措
置の下にない核施設を運転しているイ
ンド、イスラエル、パキスタンの３カ国に
対して、同条約に非核兵器国として迅
速にかつ無条件に条約に加盟するこ
と、そして求められている包括的な保
障措置協定を、ＩＡＥＡ理事会によって１
９９７年５月１５日に承認された「保障措置
適用のためのＩＡＥＡとの合意に追加さ
れたモデル追加議定書」※にしたがっ
た追加議定書とともに発効させること、
さらに核兵器開発や配備を追求するあ
らゆる政策を明確かつ緊急に撤回する
こと、および、地域と国際の平和と安全
や核軍縮と核兵器の拡散防止のため
の国際社会の努力を損なうようなあら
ゆる行動を慎むことを要求する。

２１．関係する地域の国々の間で自由に達
成されたとり決めによる、国際的に認知
された非核兵器地帯の設立が、世界
的、地域的な平和と安全を前進させ、
核不拡散体制を強化し、核軍縮という
目的の実現に貢献するとの確信を再
確認する。

２２．中東と南アジアにおける緊張に懸念を
表明し、中東における非核地帯および
その他の大量破壊兵器のない地帯の
設立、および南アジアにおける非核地
帯の設立に対する支持を継続する。

２３．全面的保障措置協定をＩＡＥＡとまだ締
結していない国に対してはそれを締結
し、保障措置協定の追加議定書をモデ
ル議定書に基づいて締結するよう要求
する。

２４．ＮＰＴ条項の完全遵守のために、最近の
宣言を再考するよう北朝鮮に求める。ま
た、それに関連して、この状況に対する
早期かつ平和的な解決、および朝鮮半
島における核のない地域の設立にむ
けたすべての外交的努力を支持する。

２５．ＩＡＥＡは、ＮＰＴ締約国の核関連施設が
平和的目的のためにのみ使用されて
いることを検証し、確認することが可能
でなければならないと強調する。そし
て、ＩＡＥＡへのそれぞれの義務を履行
するにあたって生じる諸問題を解決す
るために、同機関と完全かつ迅速に協
力するよう締約国に要求する。

２６．ロシア連邦とアメリカ合衆国に対し、両
国によって署名された「プルトニウムの
管理と処分に関する協定」に示された
検証要求を実行するため、ＩＡＥＡにア
プローチすることを要求する。要件の実
行は、すでに合意され、ＩＡＥＡとロシア
連邦あるいはアメリカ合衆国の間の新
しい検証協定において使用が可能と
なっているモデル法的枠組みを基礎と
して行われる。

２７．すべての核兵器国が、軍事目的にはも
はや必要とされない核分裂性物質を、
実現可能な早期において、ＩＡＥＡまた
は関連する国際的検証の下に置くとい
う制度を作ること、およびそのような物
質が永久に軍事プログラムの外に置か
れることを確実にするため、そのような
物質を平和目的のために処分するた
めの制度を作ることを要求する。

２８．核兵器のない世界が、究極的には、普
遍的で多国間で交渉された、法的拘
束力のある条約や、相互に補強し合う
一連の条約体系を含む枠組みによる
下支えを必要としていることを確認する。

２９．総会決議５７／５９の履行に関する事務総
長の報告書を承認し、現在ある資源の
範囲内で、本決議の履行に関する報告
書を作成するよう事務総長に要求する。

３０．第５９総会の暫定的議題の中に「核兵器
のない世界へ：新アジェンダ」と題する
項目を含め、この決議の履行について
検討することを決定する。

（訳：市岡真之、ピースデポ）

※印には参照すべき原文の題名等が記載され
ているが省略した。
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総会は、

１９９４年１２月１５日の決議４９／７５Ｈ、１９９５年１２
月１２日の決議５０／７０Ｃ、１９９６年１２月１０日の
決議５１／４５Ｇ、１９９７年１２月９日の決議５２／３
８Ｋ、１９９８年１２月４日の決議５３／７７Ｕ、１９９９年
１２月１日の決議５４／５４Ｄ、２０００年１１月２０日の
決議５５／３３Ｒ、２００１年１１月２９日の決議１５６／
２４Ｎ、２００２年１１月２２日の決議５７／７８を想起し、

国際の平和および安全の増進と核軍縮の促
進とは、相互に補完し強化し合うことを認識し、

大量破壊兵器の拡散により危険が増大して
いることを深く憂慮し、

核の惨禍を回避するために、あらゆる努力が
なされるべきであることを確信し、

核不拡散条約（ＮＰＴ）※が、国際的な核不拡
散体制の礎として、また核軍縮を追求する上
で必要不可欠な基盤として、決定的に重要
であることを再確認すると共に、東チモール
の本条約加入決定を歓迎し、

条約や核不拡散体制に対する最近の挑戦
が、完全遵守の必要性をさらに高めているこ
ととともに、すべての締約国が遵守するという
信頼性がなければ条約はその役割を果たし
えないことに留意し、

一方的、あるいは、さらなる核軍縮への一歩
となるべき米国とロシアによる戦略攻撃力削
減条約（モスクワ条約）の最近の発効※を含
む交渉を通じた、核兵器国による核兵器削
減の進展、および国際社会による核軍縮・不
拡散に向けた努力を認識し、

核軍縮におけるさらなる進展は、国際的な核
不拡散体制を強化し、国際の平和と安全の
確保に資するとの確信を再確認し、

先般の核実験以降、核兵器の実験的爆発ま
たは他の核爆発に関するモラトリアムが継続
していることも歓迎し、

２０００年ＮＰＴ再検討会議の最終文書が成功
裡に採択されたことを歓迎するとともに、その
結論を履行することの重要性を強調し、

２００５年に開催されるＮＰＴ再検討会議に向け
た２００３年４－５月の第２回準備委員会におけ
る、強化された再検討プロセスの建設的な
立ち上がりを歓迎し、

２００２年１２月に東京で開催された国際原子
力機関（ＩＡＥＡ）保障措置強化のための国際
会議を含むＩＡＥＡ保障措置のさらなる強化
を目的とした一連のセミナーが成功裏に開
催されたことを歓迎し、前述のセミナーや会
議の成果を最大限利用することを通じて、保
障措置および追加議定書の普遍化によって
ＩＡＥＡ保障措置システムがさらに強化される

核兵器完全廃棄への道程
２００３年１０月１５日　Ａ／Ｃ．１／５８／Ｌ．５３

オーストラリア、コートジボワール、イタリア、日本、スイス提出決議案

ことへの希望を共有し、

ロシアと米国が、両国間の新たな戦略関係
に関する共同宣言※に従って、集中的な協議
を継続し完了することを奨励し、

さらに包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）第１４
条※に基づいて２００３年９月３－５日にウィーン
で開催された第３回ＣＴＢＴ発効促進会議の
最終宣言※を歓迎し、

テロリストが核兵器または関連物資、放射性
物質、機材および技術を取得または開発す
ることを防止する重要性を認識するとともに、
これに関連するＩＡＥＡの役割を強調し、

未来の世代のための軍縮・不拡散教育の重
要性を強調するとともに、第５７総会に提出さ
れた、軍縮・不拡散教育に関する国連の研
究に関する国連事務総長の報告書※に含ま
れた勧告を歓迎し、

以下決議する。

１．ＮＰＴの普遍性を達成することの重要性を
再確認するとともに、未締約国に対し、遅
滞なくかつ無条件に同条約に非核兵器国
として加入することを要請する。

２．ＮＰＴの全締約国が、同条約上の義務を履
行することの重要性を再確認する。

３．ＮＰＴ第６条ならびに１９９５年のＮＰＴ再検
討・延長会議における「核不拡散及び核
軍縮のための原則と目標」決定の第３節お
よび第４節（ｃ）※を履行する体系的、前進的
努力のための、以下の実際的な措置の核
心的重要性を強調する：

（ａ）遅滞なくかつ無条件に、かつ憲法上の
手続に従い、ＣＴＢＴに署名・批准し、そ
の早期発効を達成することの重要性
および緊急性、ならびにその発効まで
の間の、核実験爆発あるいはそれ以
外のあらゆる核爆発のモラトリアム。

（ｂ）１９９５年の専門コーディネーターの報告
書※および同報告書に含まれた任務に
基づき、また、核軍縮と不拡散の双方
の目的を考慮して、差別的でない、多
国間の、国際的かつ効果的に検証可
能な核兵器あるいはその他の核爆発
装置用の核分裂性物質の生産を禁止
する条約を交渉するための特別委員
会を、２００４年会期内のできるだけ早期
にジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）に設置
し、５年以内に交渉を妥結すること、な
らびに同条約の発効までの間の核兵
器用核分裂性物質の生産モラトリアム。

（ｃ）作業プログラムを策定する文脈の中
で、核軍縮を扱うことを任務とする適

切な下部機関を、２００４年会期内ので
きるだけ早期にＣＤに設置すること。

（ｄ）核軍縮、核および核に関連する兵器
の軍備管理・削減措置に関し、不可逆
性の原則を含めること。

（ｅ）２０００年ＮＰＴ再検討会議で合意され
た、ＮＰＴ加盟国が同条約第６条の下
で誓約する核軍縮につながる、保有
核兵器の完全廃棄を達成するという
核兵器国による明確な約束。

（ｆ）ロシアおよび米国が、戦略的安定性お
よび国際的安全保障を維持、強化す
るため、既存の多数国間条約に大きな
重要性を置きつつ、戦略攻撃兵器の大
幅な削減を行うこと。

（ｇ）国際の安定を促進し、かつすべてのも
のにとっての安全保障が損なわれな
いとの原則に基づく方法で、すべての
核兵器国が核軍縮につながる以下の
措置をとること：

（ｉ）すべての核兵器国が、一方的な核
軍備削減を継続するようなお一層
の努力を払うこと。

（ｉｉ）核兵器能力に関し、また、ＮＰＴ第６
条に従った合意の実行に関し、核軍
縮に関するいっそうの進展を支える
自発的な信頼醸成措置として、す
べての核兵器国が透明性を向上さ
せること。

（ｉｉｉ）一方的なイニシアチブに基づき、
かつ核兵器削減および軍縮の過
程の不可欠な一部分としての、非
戦略核兵器の一層の削減。

（ｉｖ）核兵器システムの作戦上の地位を
一層低減するための具体的な合
意措置。

（ｖ）核兵器が使用される危険性を最小
化し、核兵器の完全廃棄の過程を
促進するための、安全保障政策に
おける核兵器の役割の縮小。

（ｖｉ）核兵器の全面的廃絶へ至る過程
に、すべての核兵器国が早期にか
つ適切に関与すること。

（ｈ）軍縮の過程における各国の努力の究
極的目標は、効果的な国際管理の下
に置かれた全面完全軍縮であること
を確認すること。

４．核兵器のない世界の実現のためには、核
兵器廃棄の達成に向けたとり組みの過程
におけるすべての核兵器国によるなお
いっそう大幅な核兵器の削減を含む、さら
なる措置が必要であることを認識する。

５．核兵器国が国連加盟国に対し、核軍縮に
向けた進捗あるいは努力について然る
べく通知するよう求める。

６．２００４年にＮＰＴ再検討会議第３回準備委員
会が開催されるにあたり、２００５年ＮＰＴ再
検討会議の成功の重要性を強調する。

７．現在進行中の核兵器解体に係る努力を
歓迎し、その結果として生じる核分裂性物
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　２００３年１０月１７日と１８日にマンチェスター
で開催された平和市長会議理事会は、核
軍縮の全般的停滞と国際的な核不拡散条
約（ＮＰＴ）体制の明白な危機の現出に対
する危機感が全出席者から表明されたこ
とを受け、「核兵器禁止緊急キャンペーン」
を、ＮＰＴ再検討過程を中心に展開すること
を承認した。このキャンペーンは、本年１１月
２２日から２４日にかけて長崎で開催される
「第２回地球市民集会」において公式に打
ち出される。
　キャンペーンの要点は次のとおりである：

●（２００４年）４月２６日から５月９日にかけて
ニューヨークで開かれるＮＰＴ再検討
準備委員会に、高位の市長代表団が
出席し、政府代表やＮＧＯと意見交換、
協議を行う。

●核兵器の脅威、広島・長崎への原爆投
下の６０回目の記念日、そして来るべき
ＮＰＴ再検討会議に対する人 の々関心
を喚起するために、それぞれの都市に
おいて大衆的イベントを開催すること
を、すべての市長に要請する。
●キャンペーンには、２００５年４月下旬に
ニューヨークで開催されるＮＰＴ再検
討会議への圧倒的多数の市長、ＮＧ
Ｏ、市民の動員、さらには世界中の都
市で行われる大衆的行動が含まれ
る。

　世界平和市長会議は、核兵器のない平

和な世界を創造するための国際的な意志
の結集を喚起するための連帯と協力を促
進することを目的に、１９８２年、広島・長崎両
市の市長によって設立された。
　戦争においては常に、都市とそこに住む
市民が被害者となる。核兵器が使われれ
ば被害は全面的な破壊へと至る。このこと
を広島、長崎は示した。市民の生命を守る
ために戦争を防止し、核兵器を廃絶するた
めのあらゆる努力を払うことは、すべての市
長の責務である。
　２００３年１０月現在、平和市長会議には１０
７の国及び地域の５５４の都市が加盟し、そ
の数は急速に増えつつある。破壊されるべ
きは核兵器であり、都市ではないということ
こそが世界の一致した合意であることが、
ここに示されている。紛争を暴力によらずに
解決するという願いを、今ほどに圧倒的多
数の人 、々都市及び国家が抱いたことはな
い。
　２０００年５月のＮＰＴ再検討会議は、「核兵
器国が、保有核兵器の完全廃棄を達成す
るという明確な約束」という公約を含む最終
文書を全会一致で採択した。国際社会の
大勢がこの公約の実行を求めているに対
して、米国はいわゆる「使える核兵器」を開
発する意図があり、非核兵器国に対してさ
え核を先制使用する権利を留保すると公
言している。このような米国からの新たな脅
威に直面した北朝鮮は、ＮＰＴから脱退し、

核兵器廃絶に関する決議＊ 核兵器を現に保有していると宣言した。イ
ンド、イスラエル、パキスタンは未だＮＰＴに
署名しておらず、現在の国際的雰囲気が、
これらの国 に々署名を奨励するものでない
ことは確実である。このように、核兵器の管
理に関する世界の最も重要な取極めであ
るＮＰＴ体制は、崩壊の危機に瀕している。
　平和市長会議は、ここに各国政府に対し
て、対話を深め、信頼醸成とＮＰＴ体制の維
持・強化のために誠実に努力し、以下の措
置をとることを要求する：

（１）核兵器国、及びＮＰＴ非加盟国を含む
事実上の核兵器国が、ただちに核開
発計画を停止し、包括的核実験禁止
条約をすみやかに発効させること。

（２）原爆投下６０周年の日の直前にニュー
ヨークで開かれる２００５年ＮＰＴ再検討
会議において、条約加盟国が核兵器
のない世界への道筋を描く作業に着
手し、２０２０年までにその目標を実現す
るという誓約を行うこと。

　我々は、核兵器廃絶と戦争のない世界
の創造に向けて、新たな決意をもって行動
することを市民を名において宣言する。

２００３年１０月１８日
平和市長会議第６回理事会

（訳：ピースデポ）

＊１０月２５日時点で、平和市長会議の手続
きが完了していない非公式文書である。

質の安全かつ効果的な管理の重要性に
留意し、すべての核兵器国が、もはや軍事
上必要とされないと各核兵器国が認めた
核分裂性物質を、できるだけ速やかにＩＡＥ
Ａあるいは関連する国際的検証措置の下
に置くこと、また、かかる物質を永久に軍事
計画の枠外に置くことを確保する目的で、
平和的目的のために処分するようにする
ことを要請する。

８．核兵器のない世界を実現・維持するため
の核軍縮合意の遵守を保証するために必
要とされる、ＩＡＥＡの保障措置を含む検証
能力のさらなる開発の重要性を強調する。

９．すべての国家に対し、核兵器その他の大
量破壊兵器の拡散を防止し抑制するため
の努力を倍加し、これら兵器の拡散に資
する可能性のある装置、材料、技術を移転
しないとの政策を、かかる政策がＮＰＴ上

の加盟国の義務に一致することを確保し
つつ、必要に応じて確認し強化することを
要請する。

１０．すべての国家に対し、核兵器その他の大
量破壊兵器の拡散に資するあらゆる物
質の安全性、安全な保管、効果的な管理
および防護に関し、これらの物質が特に
テロリストの手に渡るのを防止するため、
可能な限り高い水準を維持するよう要請
する。

１１．包括的な保障措置協定及び追加議定書
の発効促進のために、２０００年９月２２日採
択のＩＡＥＡ総会決議ＧＣ（４４）／ＲＥＳ／１９
※、および２００３年４月のＩＡＥＡの最新行動
計画で概括された行動計画の要素の実
施を引き続き検討するようＩＡＥＡ加盟国
に勧告した、２００３年９月１９日のＩＡＥＡ総会
決議ＧＣ（４７）／ＲＥＳ／１１の採択※を歓迎

するとともに、その重要性を強調し、同決
議の早期かつ完全な履行を要請する。

１２．核不拡散・核軍縮を促進する上で、市民
社会が果たす建設的役割を奨励する。
　　　　　　　　　（訳：ピースデポ）

※印には参照すべき原文の題名等が記載されて
いるが省略した。

２００５年へ意欲的キャンペーン
以下の決議文は、本誌１９４号で「あなたの市長をＮＰＴへ」と題して紹介した「シティ・キャンペーン」の基礎
となるものです。まだ非公式なものですが、内容に変更はないと思われますので紹介します。

平和市長会議

練中の米強襲揚陸艦が漁船に接近と判明。
●１０月１０日　宜野湾市議会、一般会計補正予算
案から、市長が公約に掲げる普天間５年以内返還
の促進事業費を削除した修正案を可決。
●１０月１３日　対潜水艦用の新型低周波ソナーに
ついて、日本周辺に限定して使用する条件で米
海軍と米環境団体が合意。
●１０月１７日　日米首脳会談、沖縄の基地の整
理・縮小の基本姿勢を確認。地位協定問題などに
は触れず。

��６ページ沖縄日誌からつづく
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次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、石田恭子、市岡真之、田巻一彦、津留佐和子、中原聖乃、中村和子、
梅林宏道

ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＦＭＣＴ＝兵器用核分裂物質生産禁止

条約
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＩＣＪ＝国際司法裁判所
ＭＰＩ＝中堅国家構想
ＮＡＣ＝新アジェンダ連合
ＮＡＭ＝非同盟運動
ＮＰＴ＝核不拡散条約

今号の略語

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

ピースデポの会員
になって下さい。

新サービス始めました！
　『モニター』電子版のメール配信を開
始しました。料金体系はこれまでどおり
変わりません。詳しくは、ウェブサイトの入
会案内のページをご覧ください。
　また、従来どおり紙でも受取れます。
会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

沖縄
●１０月６日　嘉手納基地で、Ｆ１５戦闘機と韓国烏
山基地所属のＦ１６戦闘機が緊急着陸。
●１０月７日　勝連町ＷＢに、米原潜へレナが入
港。同日、出港。
●１０月８日　政府、北谷町のキャンプ桑江北側地
区と隣接の陸軍貯油施設を特定跡地に指定。
●１０月８日　嘉手納基地で、Ｆ１５が緊急着陸。
●１０月８日　ＷＢに米原潜サンフランシスコが入
港。同日、出港。
●１０月１０日付　９月２５日に辺野古沖で無通知訓

だけではなく、ＮＡＣ決議を支援すること
によって非核兵器国の団結を示せば、そ
れだけ自分たちの政策の前進も勝ち取
ることができるはずである。団結を示さな
いことで、核兵器国にも非妥協的な態度
をとりやすくする。
◆ＮＡＣは他の非核兵器国と充分の協
議をしない
　２００２年決議以来、ＮＡＣはジュネーブ
やニューヨークで積極的に非核兵器国
と協議を重ねた。その結果、非戦略核の
中央保管（主文１０節ｅ項）、核兵器が非国
家主体に渡ることへの懸念（前文３節）な
ど具体的な決議案テキストに反映され
てきた。また、ＮＡＣ決議を提案したドゥア
ルテ・ブラジル大使の演説（１０月２０日）
は、「ＮＡＣ決議を修正する建設的意見を
歓迎する」と述べている。

日本決議

　日本決議案の全訳を４－５ページに掲
げた。それは、基本的には２００２年決議と
変わらない。ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条
約）に関して、早期発効の重要性と緊急
性を、米国と対立して要求していること

は、歓迎すべきことである（主文３節ａ）。ま
た、ＦＭＣＴ（兵器用核分裂物質生産禁止条
約）に関しては、２００４年交渉開始、５年以
内締結の要求を昨年と同様に行った（主
文３節ｂ）。
　前文は情勢を反映して若干変化し
た。しかし、そこで印象づけられるのは、
核拡散のへの危機感の表明（前文６節）と
米ロ・モスクワ条約と核兵器国の努力に
対する肯定的な評価（前文７節）である。
そして、何よりも特徴的なのは、新アジェ
ンダ決議案が述べている「核兵器の使
用の正当化、および起こりうる新型核兵
器の開発など、安全保障戦略の一環と
して核兵器により広い役割を認めるアプ
ローチ」への深い懸念（前文２１節）を、日
本がまったく表明していないことである。
つまり、日本決議は核拡散のみに目を向
けて、核兵器国、とりわけ米国の危険な
動向への批判を語らない、不公正な立
場をとっている。
　このアンフェアな態度は、ＮＡＣ決議が
昨年に続いて取り上げている「法的拘束
力のある安全の保証」（主文１８、１９節）を、
日本政府がまったく取り上げていないこ
ととも関係している。本誌が繰り返し書い
てきたように、２０００年合意の中でも「安全

の保証」問題は、２００５年に向けて極めて
重要な位置を占める。
　これらの日本決議のすっきりしない態
度は、すべて「核の傘」政策に起因して
いる。米国の核兵器こそが日本を守ると
するこの政策は、米英のイラク戦争をい
ち早く支持した日本外交と同じ根から出
ている。日本の核兵器廃絶運動は、その
意味で日本の誤った外交政策をかえる
最前線にいることを自覚すべきではない
だろうか。社会を広く巻き込む戦線の再
構築が必要とされている。その意味で、
別記事の「シティ・キャンペーン」の活用
を訴えたい。（梅林宏道）

��１ページからつづく

●１０月６日　第５８回国連総会の第一委員会（軍
縮）始まる。
●１０月７日　小泉首相、中国の温家宝首相、韓国
の盧武鉉大統領と会談、北朝鮮の核問題に関す
る日中韓首脳による初めての共同宣言に署名。
●１０月７日　米海軍横須賀基地で、４－５日にか
け、停泊中の空母キティホークから廃油５万７千リッ
トルが横須賀港に漏出と明らかに。
●１０月７日　北朝鮮の外務省報道官、核問題を
巡る６カ国協議に日本が参加することを拒否する
談話を発表。朝鮮通信（東京）。
●１０月８日　パキスタン、核弾頭搭載可能な中距
離弾道ミサイル「ハトフ４」（別名シャヒーン１）の発
射実験に成功と発表。
●１０月９日　イラク復興支援特措法でイラクなど
に派遣されていた政府調査団が帰国。
●１０月９日　ＷＭＤ拡散阻止を目指すＰＳＩの会
合、ロンドンで（～１１日）。日本など１１カ国が参加。

ＮＡＣ＝新アジェンダ連合、ＰＳＩ＝拡散防止構想、
ＷＢ＝ホワイト・ビーチ、ＷＭＤ＝大量破壊兵器

●１０月１４日　パキスタン、８日の実験と同型のミ
サイルの発射実験に成功と発表。
●１０月１５日　第１２回南北閣僚級会談、平壌で開
催（～１７日）。
●１０月１５日　福田官房長官、イラクの復興支援
に向けた資金を向こう１年間で総額１５億ドル拠出
すると正式に発表。
●１０月１５日　政府、第一委員会に「核兵器完全
廃棄への道程」決議提出。ＮＡＣ、新アジェンダ決
議など提出。（本号参照）
●１０月１６日　安保理、イラクへの多国籍軍派遣
や復興計画をめぐる決議を全会一致で採択。
●１０月１７日　日米首脳会談。北朝鮮問題、６か国
協議を通じて平和解決を目指すことで一致。
●１０月１８日　韓国政府、国家安全保障会議でイ
ラクへの追加派兵を決定。

５ページ右下へつづく��
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